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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 1,583,382 △0.1 66,513 44.0 68,841 45.3 23,278 ―
21年3月期 1,584,844 △1.9 46,177 △47.0 47,390 △45.2 △20,933 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 36.13 ― 2.6 4.4 4.2
21年3月期 △32.35 ― △2.2 3.0 2.9

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  △102百万円 21年3月期  △1,247百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 1,618,853 956,863 56.6 1,422.34
21年3月期 1,536,556 940,085 58.5 1,393.91

（参考） 自己資本   22年3月期  916,324百万円 21年3月期  898,174百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 140,574 △120,683 13,126 151,709
21年3月期 131,569 △100,726 △33,951 117,200

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 18.00 ― 14.00 32.00 20,636 ― 2.2
22年3月期 ― 16.00 ― 16.00 32.00 20,633 88.6 2.3
23年3月期 

（予想）
― 16.00 ― 16.00 32.00 63.4

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間 800,000 3.7 36,000 40.6 35,000 40.4 15,500 95.6 24.06

通期 1,640,000 3.6 75,000 12.8 73,000 6.0 32,500 39.6 50.45
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、24ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 700,480,693株 21年3月期 700,480,693株
② 期末自己株式数 22年3月期  56,241,763株 21年3月期  56,123,617株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 1,086,701 △1.7 11,633 △2.8 42,278 11.9 10,121 ―
21年3月期 1,105,429 △6.3 11,968 △57.5 37,772 △16.3 △19,973 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

22年3月期 15.70 ―
21年3月期 △30.84 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 1,270,358 697,539 54.9 1,081.85
21年3月期 1,205,056 694,927 57.7 1,077.61

（参考） 自己資本 22年3月期  697,539百万円 21年3月期  694,927百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 
当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値と異なる可能性があり
ます。 
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１．経 営 成 績  

 

（１）経営成績に関する分析 
 

①当期の経営成績 
 

当期のわが国経済は、政府の景気対策や新興国の需要回復などにより、一部に持ち直しの動きが見られ

るものの、世界的な景気回復の遅れの影響から、設備投資の減少や雇用情勢の停滞が続くなど、厳しい状

況にありました。 

印刷業界においても、需要の低迷に加え、競争激化による受注単価の下落などにより、経営環境は一層

厳しさを増しました。 

このような状況のなか、ＤＮＰグループは、事業ビジョンである「Ｐ＆Ｉソリューション」に基づき、

積極的な営業活動を展開して、顧客ニーズに対応した製品、サービス及びソリューションを提供するとと

もに、品質、コスト、納期など、あらゆる面で強い体質を持った生産体制の確立を目指す「モノづくり２

１活動」にグループを挙げて取り組み、業績の確保に努めました。 

その結果、当期の連結売上高は１兆５，８３３億円（前期比0.1％減）、連結営業利益は６６５億円（前

期比44.0％増）、連結経常利益は６８８億円（前期比45.3％増）、連結当期純利益は２３２億円（前期は  

２０９億円の純損失）となりました。 

 

 部門別の状況については、以下のとおりです。 

【印刷事業】 

・情報コミュニケーション部門 

出版印刷関連は、長期にわたる出版市場の低迷により、書籍、雑誌とも減少しました。 

商業印刷関連は、企業業績の悪化による広告宣伝費の削減から、チラシ、パンフレット、ＰＯＰなどが

減少し、前年を下回りました。 

ビジネスフォーム関連は、コンピュータ用帳票類が減少しましたが、パーソナルメールなどのデータ入

力から印刷・発送までの業務を行うＩＰＳ（インフォメーション・プロセッシング・サービス）やＩＣカ

ードが増加しました。さらに、手書きの情報をデジタルデータとして取得できるデジタルペンを活用した

電子フォームなどが増加し、前年を上回りました。 

また、Ｍ＆Ａによる教育・出版流通事業の拡大もあり、当部門の売上は増加しました。 

その結果、部門全体の売上高は、７，３９６億円（前期比3.0％増）、営業利益は、２３４億円（前期比 

25.9％減）となりました。 

 

・生活・産業部門 

包装関連は、軟包装材、紙器が減少したほか、ペットボトル用無菌充填システムの販売も減少し、前年

を下回りました。 

住空間マテリアル関連は、ＤＮＰ独自のＥＢ（電子線：Electron Beam）コーティング技術を活かした環

境配慮製品などの拡販に努めましたが、長引く住宅需要の低迷により低調な状況が続きました。 
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産業資材関連は、フォトプリンター用のインクリボンや受像紙、太陽電池用バックシートなどは減少し

ましたが、薄型ディスプレイ用反射防止フィルムが増加し、前年を上回りました。 

その結果、部門全体の売上高は、５，３６６億円（前期比2.8％減）、営業利益は、４３７億円（前期比 

119.5％増）となりました。 

 

・エレクトロニクス部門 

液晶カラーフィルターは、受注単価ダウンの影響はありましたが、液晶パネルの回復により受注数量が

増加し、大阪府堺市の第１０世代液晶カラーフィルター新工場の稼動開始も寄与して、前年を上回りまし

た。 

半導体関連については、市場の回復が見えはじめたものの、その勢いは依然弱く、フォトマスクが減少

しました。また、高密度ビルドアップ配線板は減少しましたが、ハードディスク用サスペンションなどの

エッチング製品は増加しました。 

その結果、部門全体の売上高は、２，５７５億円（前期比0.6％増）、営業利益は、８３億円（前期比  

222.7％増）となりました。 

 

【清涼飲料事業】 

・清涼飲料部門 

個人消費が低調に推移し、販売競争が激化する厳しい市場環境のなかで、主力商品の「コカ・コーラ」

「ジョージア」のほか、国内最軽量ボトル「ｅｃｏるボトル しぼる」を使ったウォーターブランド「い・

ろ・は・す」の販売拡大に努めました。 

その結果、炭酸飲料、ミネラルウォーターは増加しましたが、ティー飲料、コーヒー飲料が減少し、部

門全体の売上高は、６２８億円（前期比12.4％減）、営業損失は、５億円（前期は３億円の営業利益）と

なりました。 

 

②次期の見通し 
 

次期につきましては、事業ビジョンに掲げる「Ｐ＆Ｉソリューション」をより一層推進し、顧客の課題

を解決する製品・サービスの提供に全力を挙げてまいります。とりわけ今日のような景気の先行きの不透

明な状況にあっては、新たな製品やサービスにイノベーションが求められています。ＤＮＰグループは、

社会の変化とニーズを生活者の視点に立って捉え、そこから見出される、さまざまな課題の解決に努めて

まいります。また、そうした「Ｐ＆Ｉソリューション」を推進していく基盤を強固なものとしていくため

「モノづくり２１活動」を展開して、さらなる生産性の向上を図り、業績の確保と中長期にわたる安定的

な事業の成長に取り組んでまいります。 

 次期の業績については、連結売上高は１兆６，４００億円、連結営業利益は７５０億円、連結経常利益は

７３０億円、連結当期純利益は３２５億円を見込んでいます。 
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（２）財政状態に関する分析 
 

当期の資産、負債、純資産については、総資産は、受取手形及び売掛金、投資有価証券の増加等により、

前連結会計年度末に比べ８２２億円増加し、１兆６，１８８億円となりました。 

負債は、社債の増加等により、前連結会計年度末に比べ６５５億円増加し、６，６１９億円となりました。 

純資産は、その他有価証券評価差額金の増加等により、前連結会計年度末に比べ１６７億円増加し、  

９，５６８億円となりました。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の５８．５％から１．９ポイント減少し、５６．６％

となりました。 

当期の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によって得られた資金は、税金等調整前当期純利

益４９４億円、減価償却費９１６億円等により、１，４０５億円（前期は１，３１５億円）となりました。

投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得１，０８５億円等により、１，２０６億円（前期は

１，００７億円）となり、また、財務活動によって得られた資金は、社債の発行による収入５００億円、

短期借入金の減少１０１億円、配当金の支払１９６億円等により、１３１億円（前期は３３９億円の支出）

となりました。この結果、当期末の現金及び現金同等物は１，５１７億円と前期に比べ３４５億円の増加

となりました。 

 

なお、ＤＮＰグループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

 

 平成１８年３月期 平成１９年３月期 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期

自 己 資 本 比 率    （％） ６４．０ ６３．０ ６２．６ ５８．５ ５６．６

時価ベースの自己資本比率（％） ９０．３ ７５．７ ６５．５ ３７．７ ５０．３

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年） 
０．５ ０．６ ０．５ ０．９ １．２

インタレスト・カバレッジ・レシオ 

（倍） 
１０６．２ ９３．８ １２０．１ ７９．７ ６３．９

 

   （注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 
 

    ・自己資本比率  ： 自己資本 ／ 総資産 
 

    ・時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産 

        株式時価総額  ： 期末株価終値 × 期末発行済株式数（自己株式控除後） 
 

    ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債 ／ キャッシュ・フロー 

     有利子負債        ： 連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支 

 払っている全ての負債を対象としています。 
 

       キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ 

 シュ・フローを使用しています。 
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    ・インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー ／ 利払い 

       キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ 

 シュ・フローを使用しています。 
 

       利払い   ： 連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し 

 ています。 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置づけています。 

利益の配分については、株主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向などを勘案して

実行していきます。また、将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の

強化を図ります。 

内部留保資金は、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる投資と、新規事業展開のための設備投資、

戦略的提携やＭ＆Ａなどに充当するとともに、資金需要や市場動向をみながら、弾力的な資本政策の実施

を検討していきます。これらは将来にわたる利益の向上に寄与し、株主の皆様への利益還元に貢献するも

のと考えています。 

この方針に基づき、当期の配当金については、期末配当金を１株当たり１６円とし、中間配当金（１株

当たり１６円）と合わせて、前期と同額の３２円とさせていただく予定です。これにより、当期の連結配

当性向は、８８．６％になります。 

次期の配当金は、中間配当金１６円、期末配当金１６円とさせていただき、年間配当金は３２円となる

見込みです。 
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（４）事業等のリスク 
 

ＤＮＰグループの業績などは、今後起こりうるさまざまな要因により大きな影響を受ける可能性があり

ます。ＤＮＰグループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その影響を最小限にとどめるよう

努めていきます。 

ＤＮＰグループがリスクと判断した主な事項は、以下の通りです。 

 

①国内景気と消費動向 

 ＤＮＰグループは、幅広い業種の、非常に多くの顧客企業と取引を行っており、特定の顧客に偏らない

安定的な事業活動を展開しています。その市場は、ほとんどが日本国内で、海外売上高の割合は約１２％

となっています。しかしながら、世界経済の動向とも連動して国内景気が変動し、個人消費など内需が低

迷した場合には、受注量の減少や受注単価の下落など、業績等に影響が生じる可能性があります。 

 

②エレクトロニクス業界の市場変化 

 エレクトロニクス部門は、引き続き事業拡大に努めていく戦略部門であり、綿密な情報収集に基づく事

業戦略の構築、収益性の高い生産体制の確立、市場競争力の高い付加価値製品の開発に注力して、安定的

な収益の確保を目指していきます。しかしながら、ディスプレイや半導体関連製品の市場は、急激な変化

による大幅な需要の変動や単価の下落などが発生する場合もあり、当部門の業績に影響を与える可能性が

あります。 

 

③原材料調達の変動 

 原材料の調達については、国内及び海外の複数のメーカーから印刷用紙やフィルム材料などを購入する

ことにより、安定的な数量の確保と最適な調達価格の維持に努めています。しかしながら、石油価格の大

幅な変動や新興国市場での急激な需要増加などにより、需給バランスが崩れる懸念もあります。そのよう

な状況には、当社の顧客や取引先との交渉を通じて対応していきますが、原材料調達がきわめて困難にな

った場合や購入価格が著しく上昇した場合は、業績に影響を与える可能性があります。 

 

④新製品・新技術・新サービスの開発 

 ＤＮＰグループは、印刷技術と情報技術を応用して顧客企業や生活者のニーズに対応した新製品・新技

術・新サービスを開発し、幅広い産業分野へ提供しています。これらの開発においては、近年、技術革新

のスピードがますます速まるとともに、ニーズの多様化も急激に進んでいます。今後、開発競争は一層激

化するものと思われ、予想を上回る商品サイクルの短期化や市場動向の変化によって、業績などが大きく

変動する可能性があります。 
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⑤為替の変動 

エレクトロニクス部門や生活・産業部門などを中心に海外顧客との取引が拡大しており、為替の影響は、

次第にその比重が増してくると予想されます。為替予約などにより相場の変動リスクをヘッジしています

が、急激な為替変動があった場合には、業績への影響が大きくなる可能性があります。 

 

⑥法的規制への対応 

 法と社会倫理の遵守を基本として事業を進めるなかで、製造物責任、独占禁止法、個人情報保護法、特

許法、税制、輸出入関連など、国内、海外を問わずさまざまな法的規制等を受けており、今後さらにその

規制が強化されることも考えられます。一方、規制緩和により、市場や業界の動向などが大きく変化する

ことも予想されます。そのような場合、事業活動に対する制約の拡大、変化に対応するための負荷やコス

トの増加も予想され、ＤＮＰグループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦環境保全及び規制の強化 

 ＤＮＰグループは、省エネルギー、有害物質の使用削減、大気汚染防止、水質保全及び廃棄物処理、製

品リサイクルなどに関して国内、海外の法的な規制を受けています。国際的な気候変動の影響から、今後

こうした規制は強化される可能性があります。また、有害物質による土壌汚染などが発生した場合には、

その環境汚染の調査と浄化の責任を負っており、万一そうした事態に直面した場合は、経営に大きな影響

を及ぼす可能性があります。 

 

⑧情報セキュリティ及び個人情報保護 

 事業活動を継続する上で、コンピュータネットワークや情報システムの果たす役割がますます高まるな

かで、ソフト・ハードの不具合やコンピュータウィルスなどによる情報システムの障害、個人情報の漏え

いなど、さまざまなリスクが発生する可能性が高まっています。ＤＮＰグループは、情報セキュリティ及

び個人情報保護を経営の最重要課題のひとつとして捉え、体制の強化や社員教育などを通じてシステムと

データの保守・管理に万全を尽くしていますが、万一これらの事故が発生した場合には、事業活動に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

⑨災害の発生 

 製造設備などの主要施設に関して、防火、耐震対策などを実施するとともに、製造拠点の分散化を図り、

災害などによる生産活動の停止や製品供給への混乱を避けるよう努めています。また、各種保険によるリ

スク移転も図っています。しかしながら、大地震やテロの発生、感染症の流行など、社会インフラの大規

模な損壊や機能低下及び生産活動の停止などにつながるような、予想を超える事態が発生した場合は、業

績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企 業 集 団 の 状 況  
 

ＤＮＰグループは、当社及び子会社１５６社、関連会社１３社で構成され、印刷事業及び清涼飲料事

業において情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス、清涼飲料に関連する事業活動

を行っております。 

ＤＮＰグループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。 

 

【印刷事業】 

  ≪情報コミュニケーション部門≫ 

教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カー

ド類、事務用機器及びシステム等の製造・販売、店舗及び広告宣伝媒体の企画、設計、施工、監理など 

 

  ［主な関係会社］ 

(製     造)    大口製本印刷㈱、㈱ＤＮＰ映像センター、㈱ＤＮＰエス・ピー・テック、

㈱ＤＮＰオフセット、㈱ＤＮＰグラフィカ、㈱ＤＮＰ製本、㈱ＤＮＰデジ

タルコム、㈱ＤＮＰデータテクノ、㈱ＤＮＰデータテクノ関西、㈱ＤＮＰ

トータルプロセス長岡、㈱ＤＮＰトータルプロセス前橋、㈱ＤＮＰトータ

ルプロセス蕨、㈱ＤＮＰ年史センター、㈱ＤＮＰ物流システム商印、   

㈱ＤＮＰマルチプリント、㈱ＤＮＰメディア・アート、㈱ＤＮＰメディア

クリエイト、㈱ＤＮＰメディアクリエイト関西、㈱ＤＮＰユニプロセス 

(製  造・販  売)    Tien Wah Press (Pte.) Ltd. 

(販売・サービス)    ＣＨＩグループ㈱、㈱ジュンク堂書店、㈱ダイレック、㈱ＤＮＰアートコ

ミュニケーションズ、㈱ＤＮＰドリームページ、㈱図書館流通センター、

マイポイント・ドット・コム㈱、丸善㈱ 

※ブックオフコーポレーション㈱、㈱文教堂グループホールディングス、

㈱主婦の友社、教育出版㈱ 

なお、ＣＨＩグループ㈱及びブックオフコーポレーション㈱は東京証券取引所に、㈱文教堂グルー

プホールディングスは大阪証券取引所ジャスダック市場にそれぞれ上場しております。 

 

  ≪生活・産業部門≫ 

容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装資材、写真用資材、産業資材等の製造・

販売 

 

  ［主な関係会社］ 

(製     造)     相模容器㈱、㈱ＤＮＰアイ・エム・エス、㈱ＤＮＰアイ・エム・エス小田

原、㈱ＤＮＰエネルギーシステム、㈱ＤＮＰエリオ、㈱ＤＮＰオプトマテ

リアル、㈱ＤＮＰ住空間マテリアル、㈱ＤＮＰテクノパック、㈱ＤＮＰテ

クノパック関西、㈱ＤＮＰテクノパック東海、㈱ＤＮＰテクノパック横浜、

㈱ＤＮＰテクノポリマー 
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(製  造・販  売)    ㈱アセプティック・システム、㈱ＤＮＰファインケミカル福島、㈱ＤＮＰ  

包装、PT DNP Indonesia、DNP Electronics America, LLC、DNP IMS America 

Corporation、DNP Denmark A/S、DNP IMS Netherlands B.V.、DNP Plastic 

Molding (Shanghai) Co.,Ltd. 

(販売・サービス)    ㈱ＤＮＰアイディーシステム、ＤＮＰ住空間マテリアル販売㈱、㈱ＤＮＰ

フォトイメージング、㈱ＤＮＰフォトルシオ、㈱ライフスケープマーケテ

ィング、DNP Photo Imaging America Corporation、DNP Photo Imaging 

Corporation SAS、DNP Photo Imaging Europe SAS  

 

  ≪エレクトロニクス部門≫ 

電子精密部品等の製造・販売 

 

   ［主な関係会社］ 

(製     造)    ㈱ＤＮＰエル・エス・アイ・デザイン、㈱ＤＮＰカラーテクノ堺、㈱ＤＮ

Ｐファインエレクトロニクス、㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス、㈱ＤＮＰ

プレシジョンデバイス姫路、㈱ＤＮＰミクロテクニカ 

(製  造・販  売)    ㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山、ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱、ディ

ー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱、DNP Photomask Europe S.p.A.、

DNP Photomask Technology Taiwan Co.,Ltd. 

(販     売)    DNP Taiwan Co.,Ltd.、DNP Display Technology Taiwan Co.,Ltd. 

 

  ＜その他、複数の事業を行う関係会社＞ 

 

(製  造・販  売)     ㈱ＤＮＰ北海道、㈱ＤＮＰ東北、㈱ＤＮＰ東海、㈱ＤＮＰ四国、㈱ＤＮＰ

西日本、㈱ＤＮＰファインケミカル、㈱ディー・エヌ・ケー 

※ ＤＩＣグラフィックス㈱ 

(販売・サービス)     大日本商事㈱、㈱ＤＮＰロジスティクス、㈱ＤＮＰアカウンティングサー

ビス、㈱ＤＮＰファシリティサービス、㈱ＤＮＰ情報システム、㈱ＤＮＰ

ヒューマンサービス、DNP Corporation USA、DNP America,LLC、DNP Holding 

USA Corporation 

 

【清涼飲料事業】 

  ≪清涼飲料部門≫ 

  清涼飲料部門として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・   

販売しております。 

  なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。 

 

 （注）※ 持分法適用関連会社 
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【事 業 系 統 図】 

 以上、述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。 

（注） 無印
　　　 ※

：子会社
：持分法適用関連会社
：製品・材料・サービスの流れ

大　日　本　印　刷　㈱

　　　　　　　　　　　　顧　　　客

【ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部門】

 PT DNP Indonesia
 DNP Electronics America,LLC
 DNP IMS America Corp.
 DNP Denmark A/S
 DNP IMS Netherlands B.V.
 DNP Plastic Molding(Shanghai)Co.,Ltd.
                    （製造・販売）
 DNP Photo Imaging America Corp.
 DNP Photo Imaging Corp. SAS
 DNP Photo Imaging Europe SAS
          （販売・サービス提供）

【生活・産業部門】

 Tien Wah Press（Pte.）Ltd.
　
            （製造・販売）

【情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門】

 ㈱ＤＮＰ北海道　　㈱ＤＮＰ東北
 ㈱ＤＮＰ東海      ㈱ＤＮＰ四国
 ㈱ＤＮＰ西日本
　　　　　　　　　　　　　（製造・販売）

 大口製本印刷㈱
 ㈱ＤＮＰ映像センター
 ㈱ＤＮＰエス・ピー・テック
 ㈱ＤＮＰオフセット
 ㈱ＤＮＰグラフィカ
 ㈱ＤＮＰ製本
 ㈱ＤＮＰデジタルコム
 ㈱ＤＮＰデータテクノ
 ㈱ＤＮＰデータテクノ関西
 ㈱ＤＮＰトータルプロセス長岡

 ㈱ＤＮＰトータルプロセス前橋

 ㈱ＤＮＰトータルプロセス蕨

 ㈱ＤＮＰ年史センター
 ㈱ＤＮＰ物流システム商印
 ㈱ＤＮＰマルチプリント
 ㈱ＤＮＰメディア・アート
 ㈱ＤＮＰメディアクリエイト
 ㈱ＤＮＰメディアクリエイト関西

 ㈱ＤＮＰユニプロセス
　　　　　　      （製造）

 相模容器㈱
 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス
 ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス小田原

 ㈱ＤＮＰエネルギーシステム
 ㈱ＤＮＰエリオ
 ㈱ＤＮＰオプトマテリアル
 ㈱ＤＮＰ住空間マテリアル
 ㈱ＤＮＰテクノパック
 ㈱ＤＮＰテクノパック関西
 ㈱ＤＮＰテクノパック東海
 ㈱ＤＮＰテクノパック横浜
 ㈱ＤＮＰテクノポリマー
 　　　　　　　     （製造）

 ㈱ＤＮＰエル・エス・アイ・デザイン

 ㈱ＤＮＰカラーテクノ堺
 ㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス

 ㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス
 ㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス姫路
 ㈱ＤＮＰミクロテクニカ
  　　　　　　　 　      （製造）

 ＣＨＩグループ㈱
 ㈱ジュンク堂書店
 ㈱ダイレック
 ㈱ＤＮＰアートコミュニケーションズ

 ㈱ＤＮＰドリームページ
 ㈱図書館流通センター
 マイポイント・ドット・コム㈱

 丸善㈱
 教育出版㈱※
 ㈱主婦の友社※
 ブックオフコーポレーション㈱※

 ㈱文教堂グループホールディングス※

　    （販売・サービス提供等）

 ㈱アセプティック・システム

 ㈱ＤＮＰファインケミカル福島

 ㈱ＤＮＰ包装
 

          　（製造・販売）

 ㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山
 ﾃﾞｨｰ･ｴｰ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱
 ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ﾌｧｲﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱
 
        　  　 （製造・販売）

 ㈱ＤＮＰアイディーシステム

 ＤＮＰ住空間マテリアル販売㈱

 ㈱ＤＮＰフォトイメージング

 ㈱ＤＮＰフォトルシオ

 ㈱ライフスケープマーケティング

      (販売・サービス提供等）

 

北
海
道
コ
カ
・
コ
ー

ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

　
　
　
　
　
　
　
 
 
（

製
造
・
販
売
）

【清涼飲料部門】

印　刷　事　業

清涼
飲料
事業

㈱ディー・エヌ・ケー
大日本商事㈱
㈱ＤＮＰ情報システム
DNP Corporation USA

㈱ＤＮＰファインケミカル
㈱ＤＮＰロジスティクス
㈱ＤＮＰヒューマンサービス

DNP America,LLC

ＤＩＣグラフィックス㈱※
㈱ＤＮＰアカウンティングサービス

DNP Holding USA Corp.

　  (製造・販売）
　㈱ＤＮＰファシリティサービス

　 （販売・サービス提供等）

 DNP Taiwan Co.,Ltd.
 DNP Display Technology Taiwan Co.,Ltd.
                              （販売）
 DNP Photomask Europe S.p.A.
 DNP Photomask Technology Taiwan Co.,Ltd.
                     （製造・販売）
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３．経 営 方 針  

 

（１）会社の経営の基本方針 
 

ＤＮＰグループは、「２１世紀の創発的な社会に貢献する」ことを経営理念とし、事業活動を通じて、新

たな価値を付加した製品やサービスを社会に提供することによって、社会の持続的成長・発展に貢献して

いきたいと考えています。 

この経営理念を実現するための事業ビジョンとして「Ｐ＆Ｉソリューション」を掲げています。印刷技

術（Printing Technology＝Ｐ）と情報技術（Information Technology＝Ｉ）を融合させて、顧客をはじめ

とする多くの人々のさまざまな課題を発見し、解決することで社会に貢献し、ＤＮＰグループの発展を目

指しています。 

また、常に公正・公平な企業活動を実践し、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たしていくため、「ＤＮＰ

グループ行動規範」を定め、法と社会倫理の遵守を徹底するとともに、内部統制システムを整備し、適正

な業務執行の確保に努めています。そして、株主の皆様や顧客、生活者、社員などさまざまなステークホ

ルダーから高い信頼を得られるよう誠実な企業活動に努めています。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 
 

ＤＮＰグループは、事業ビジョン「Ｐ＆Ｉソリューション」に基づき、中長期にわたる安定的な事業の

成長を目指しています。 

このＰ＆Ｉソリューションの一層の推進を図り、将来の発展を確実なものとする施策として市谷地区の

再開発に着手しました。ＤＮＰは明治９年に秀英舎として創業し、明治１９年に現在の東京都新宿区に市

谷工場を開設して以来、この地を中心として、さまざまな分野へと事業を拡大してきました。再開発計画

では、現在東京近郊に分散している各事業部門の企画開発と営業及び本社機能を市谷地区に集約し、新た

な事業を展開するとともに、全体最適の視点から製造や物流などの体制を見直して製造拠点の統合などを

進めていきます。完成は平成３０年を予定しています。 

 

＜各事業部門における取り組み＞ 

【印刷事業】 

・情報コミュニケーション部門 

当部門は、企業や生活者のニーズに対応した最適な表現の追求と、各種情報端末向けの電子出版など多

様なメディアへの展開に幅広く取り組み、さまざまな製品やサービスを提供していきます。 

教育・出版流通事業に関しては、今年２月、連結子会社の丸善株式会社と株式会社図書館流通センター

を統合した中間持株会社「ＣＨＩグループ株式会社」を設立しました。連結子会社の株式会社ジュンク堂

書店も含め、各社のノウハウとＤＮＰグループの製品・サービスを融合させ、書店における販促施策の充

実、大学や公共の図書館におけるＩＣカードやＩＣタグの導入などを推進して、教育・出版流通市場の活

性化を図るとともに、ＤＮＰグループのコアビジネスである出版印刷事業の強化につなげていきます。 

出版印刷や商業印刷、ビジネスフォームの製造部門では、統括管理する体制を強化して、プリプレス、

印刷、加工など多岐にわたる工程の連携を図り、無駄のない生産体制の実現や物流効率の改善など、引き
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続き収益体質の向上に取り組んでいきます。なかでも関東及び関西に展開する商業印刷分野については、

組織を統合、再編し、改革を推進していきます。また、大型ディスプレイを活用した「デジタルサイネー

ジ（電子看板）」や有機ＥＬを使用した「光る・しゃべるポスター」などの新しい広告宣伝手法の開発のほ

か、株式会社インテリジェント ウェイブ（公開買付により平成２２年４月９日に子会社化）との連携を強

化して、情報セキュリティビジネスの拡大などにも積極的に取り組んでいきます。 

 

・生活・産業部門 

当部門は、包装関連で個人消費の低迷が懸念されるものの、水蒸気や酸素などのバリア性に優れ、食品

や医薬・医療品、電子部材などの包装に最適なＩＢフィルム（Innovative Barrier Film）など、各種機能

性材料の受注拡大に注力していきます。この包装材は、宇宙日本食のパッケージとしても採用されました。

また、ユニバーサルデザインへの取り組みを進め、より使いやすいパッケージの開発に努めていきます。  

健康で快適な暮らしを演出する住空間マテリアル関連は、国内外の住宅市場の低迷が予想されますが、

業界での評価が高まっているＤＮＰ独自のＥＢコーティング技術を活用し、デザイン性、耐久性、実用性

に優れた環境配慮製品の拡販に努めていきます。 

産業資材関連は、薄型ディスプレイ市場が拡大するなか、高いシェアを持つ反射防止フィルムなどのオ

プトマテリアル分野の拡大を図り、また、デジタルフォトの普及に伴うカラーインクリボンならびにバー

コード用インクリボンの需要拡大も予想されるため、生産能力を増強し、品質の向上とコスト競争力の強

化に努めていきます。 

 

・エレクトロニクス部門 

当部門は、急激な市場の変化にも迅速に対応できるよう、生産能力の増強と新技術・新製品の開発に努

めていきます。 

液晶カラーフィルターについては、需要の変動や受注単価の下落など、事業環境の変化が予想されます

が、パソコンモニターやテレビ向けの受注拡大に努めるとともに、市場ニーズに合わせた柔軟な生産体制

を構築していきます。当期に稼動開始した大阪府堺市の第１０世代液晶カラーフィルター新工場に続き、

平成２２年度には兵庫県姫路市に第８世代液晶カラーフィルター新工場を開設し、顧客との連携を強化し

つつ事業の拡大を図っていきます。 

フォトマスクについては、半導体市況の変動が予想されますが、最先端技術の開発に努め競争力を高め

るとともに、平成２２年度はじめに生産を開始した台湾新工場を拠点として海外需要に適切に対応し、収

益性の高い生産体制を整備していきます。 

 

・新規事業分野 

新規事業分野については、企業や生活者の課題解決に向け、機能性に優れた製品やサービスなど、新た

な付加価値を創出するビジネスの開発に取り組んでいきます。 

エネルギー分野では、福島県泉崎の太陽電池用のバックシートと封止材の専用工場を核として、太陽電

池への需要に応えるとともに、リチウムイオン電池への対応も図っていきます。 

医薬、医療、ヘルスケアなどのライフサイエンス分野では、国内で初めて細胞パターン培養基板
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『CytoGraph（サイトグラフ）Ⓡ』を製品化したほか、東京女子医科大学、株式会社セルシードと共同で、

再生医療用細胞シート培養フィルムの効率的な生産技術を開発するなど、事業化に向けて積極的に取り組

んでいきます。 

 

【清涼飲料事業】 

・清涼飲料部門 

清涼飲料業界は、消費低迷によりマーケットが縮小するなか、業界再編による競争の激化もあって、引

き続き厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

このような環境のなかで、中期経営計画「Restart2009～北の大地とともに～」に基づき、エリア戦略と

チャネル戦略を融合させ、シェアの拡大を図るとともに、効率経営の徹底をはかり、コスト競争力の強化

に努めていきます。また、「地域に信頼され、認められる企業」を目指して「ISO14001:2004（環境マネジ

メントシステム）」の認証取得による環境経営の実現を目指していきます。 

 

＜事業体制の強化＞ 

事業部門間の連携をこれまで以上に強化して、ＤＮＰグループの総合力を高めるとともに、顧客との対

話とコラボレーションを通じて、顧客の経営戦略や販促計画の立案を含む、幅広いソリューションの提案

を推進していきます。 

また、既存事業の深耕と新規事業の迅速な育成を図るためには、ＤＮＰグループの独自技術に頼るだけ

でなく、強みを持った企業が互いに連携していくことも必要です。これまでもエレクトロニクス事業やデ

ジタルフォト事業、教育・出版流通事業をはじめとして、他企業との戦略的提携やＭ＆Ａを実施してきま

したが、今後もこの方針に基づき、国内、海外を問わず積極的に事業体制を強化していきます。 

平成２１年１０月１日には、事業を効率化し、企業体質と競争力の強化を図るため、子会社であるザ・

インクテック株式会社（平成２２年１月に株式会社ＤＮＰファインケミカルに商号変更）の印刷インキ事

業を分割して、国内最大手のＤＩＣ株式会社との合弁会社、ＤＩＣグラフィックス株式会社を設立して、

国内のインキ事業を統合しました。 

コスト構造改革については、業務プロセスの見直し、工程の合理化による生産性の向上や原材料費の削

減に取り組むとともに、利益志向を持った強い体質の生産体制の確立を進めていきます。平成１４年より

「モノづくり２１活動」に全社を挙げて取り組み、体質強化に着実な成果をあげてきました。今後さらに

全体最適をテーマとし、受注から納入までの流れを一貫したものとして捉え、工程間及び部門間の流れを

円滑にして、徹底的に無駄を排除する効率的な生産システムの構築に取り組み、品質向上とコスト競争力

の強化を実現していきます。 

 

＜持続可能な社会の実現への貢献＞ 

環境問題への取り組みについては、自然と共生する持続可能な社会の構築に貢献するため、独自の環境

マネジメントシステムを構築し、地球温暖化防止、生物多様性（地域に固有の自然があり、それぞれに特

有な生物がいること）の保全、廃棄物のゼロエミッション、揮発性有機溶剤や化学物質の管理、これらに

配慮した製品の開発及びグリーン購入などに積極的に取り組んでいます。 
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当期においても、ＣＯ２排出量削減の一環として滋賀工場で重油から都市ガスへの燃料転換を実施しま

した。泉崎工場においても、ＬＰＧから液化天然ガスへの燃料転換や太陽光発電システムの導入を実施し

ました。また、生物多様性保全への取り組みを加速するため「ＤＮＰグループ生物多様性宣言」を制定し

ました。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 123,569 152,416

受取手形及び売掛金 405,876 449,020

有価証券 8 8

商品及び製品 73,372 71,340

仕掛品 29,707 29,722

原材料及び貯蔵品 17,566 17,756

繰延税金資産 10,278 9,775

その他 21,048 14,238

貸倒引当金 △5,280 △4,327

流動資産合計 676,149 739,951

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 491,602 508,518

減価償却累計額 △292,336 △301,261

建物及び構築物（純額） 199,265 207,256

機械装置及び運搬具 907,428 896,479

減価償却累計額 △723,538 △717,352

機械装置及び運搬具（純額） 183,890 179,127

土地 132,888 135,485

建設仮勘定 57,756 51,433

その他 119,167 136,047

減価償却累計額 △88,064 △92,502

その他（純額） 31,103 43,544

有形固定資産合計 604,904 616,847

無形固定資産   

のれん 24,099 10,281

ソフトウエア 20,053 20,489

その他 4,696 3,945

無形固定資産合計 48,850 34,717

投資その他の資産   

投資有価証券 113,448 142,381

長期貸付金 3,015 1,741

繰延税金資産 50,015 40,574

その他 51,923 54,702

貸倒引当金 △12,484 △13,668

投資その他の資産合計 205,917 225,731

固定資産合計 859,672 877,296

繰延資産   

開業費 735 1,605

繰延資産合計 735 1,605

資産合計 1,536,556 1,618,853
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 290,871 308,630

短期借入金 59,875 50,547

1年内返済予定の長期借入金 2,898 4,019

未払法人税等 7,891 15,623

賞与引当金 16,186 16,341

その他 92,075 76,783

流動負債合計 469,799 471,945

固定負債   

社債 51,000 101,167

長期借入金 10,490 11,018

繰延税金負債 3,352 2,710

退職給付引当金 41,451 43,229

その他 20,377 31,917

固定負債合計 126,671 190,045

負債合計 596,471 661,990

純資産の部   

株主資本   

資本金 114,464 114,464

資本剰余金 144,898 144,898

利益剰余金 751,869 756,428

自己株式 △93,884 △94,016

株主資本合計 917,348 921,774

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,882 8,059

繰延ヘッジ損益 △4 △10

為替換算調整勘定 △15,285 △13,498

評価・換算差額等合計 △19,173 △5,449

少数株主持分 41,910 40,538

純資産合計 940,085 956,863

負債純資産合計 1,536,556 1,618,853
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 1,584,844 1,583,382

売上原価 1,324,522 1,286,682

売上総利益 260,322 296,700

販売費及び一般管理費 214,144 230,186

営業利益 46,177 66,513

営業外収益   

受取利息 1,393 736

受取配当金 2,770 2,460

助成金収入 2,326 4,065

その他 5,137 5,099

営業外収益合計 11,626 12,361

営業外費用   

支払利息 1,666 2,363

持分法による投資損失 1,247 102

為替差損 2,003 116

寄付金 － 1,553

その他 5,496 5,897

営業外費用合計 10,413 10,033

経常利益 47,390 68,841

特別利益   

固定資産売却益 214 1,007

投資有価証券売却益 373 45

持分変動利益 531 －

その他 4 270

特別利益合計 1,124 1,323

特別損失   

固定資産除売却損 6,954 7,093

減損損失 50,690 377

投資有価証券評価損 13,615 1,196

関係会社株式売却損 58 0

関係会社株式評価損 330 3

退職給付制度改定損 144 －

のれん償却額 1,859 11,063

その他 2,703 935

特別損失合計 76,357 20,669

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△27,842 49,495

法人税、住民税及び事業税 15,374 22,061

法人税等調整額 △20,857 3,699

法人税等合計 △5,482 25,761

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,427 455

当期純利益又は当期純損失（△） △20,933 23,278
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 114,464 114,464

当期末残高 114,464 114,464

資本剰余金   

前期末残高 144,898 144,898

当期末残高 144,898 144,898

利益剰余金   

前期末残高 797,316 751,869

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 363 －

当期変動額   

剰余金の配当 △24,849 △19,346

当期純利益又は当期純損失（△） △20,933 23,278

連結範囲の変動 － 192

株式移転による増加 － 441

自己株式の処分 △27 △7

当期変動額合計 △45,809 4,558

当期末残高 751,869 756,428

自己株式   

前期末残高 △66,556 △93,884

当期変動額   

自己株式の取得 △27,424 △153

自己株式の処分 89 20

その他 7 －

当期変動額合計 △27,327 △132

当期末残高 △93,884 △94,016

株主資本合計   

前期末残高 990,122 917,348

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 363 －

当期変動額   

剰余金の配当 △24,849 △19,346

当期純利益又は当期純損失（△） △20,933 23,278

連結範囲の変動 － 192

株式移転による増加 － 441

自己株式の取得 △27,424 △153

自己株式の処分 62 13

その他 7 －

当期変動額合計 △73,137 4,426

当期末残高 917,348 921,774
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 10,610 △3,882

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14,492 11,942

当期変動額合計 △14,492 11,942

当期末残高 △3,882 8,059

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 7 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11 △6

当期変動額合計 △11 △6

当期末残高 △4 △10

為替換算調整勘定   

前期末残高 2,120 △15,285

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △17,406 1,787

当期変動額合計 △17,406 1,787

当期末残高 △15,285 △13,498

評価・換算差額等合計   

前期末残高 12,738 △19,173

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,911 13,723

当期変動額合計 △31,911 13,723

当期末残高 △19,173 △5,449

少数株主持分   

前期末残高 37,274 41,910

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,635 △1,371

当期変動額合計 4,635 △1,371

当期末残高 41,910 40,538

純資産合計   

前期末残高 1,040,135 940,085

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 363 －

当期変動額   

剰余金の配当 △24,849 △19,346

当期純利益又は当期純損失（△） △20,933 23,278

連結範囲の変動 － 192

株式移転による増加 － 441

自己株式の取得 △27,424 △153

自己株式の処分 62 13

その他 7 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △27,275 12,351

当期変動額合計 △100,412 16,777

当期末残高 940,085 956,863
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△27,842 49,495

減価償却費 106,882 91,694

減損損失 50,690 377

貸倒引当金の増減額（△は減少） △522 △79

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,111 2,262

持分法による投資損益（△は益） 1,247 102

のれん償却額 6,406 16,219

受取利息及び受取配当金 △4,163 △3,196

支払利息 1,666 2,363

投資有価証券売却損益（△は益） △373 △52

投資有価証券評価損益（△は益） 13,946 1,199

固定資産除売却損益（△は益） 6,739 6,085

売上債権の増減額（△は増加） 56,827 △39,672

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,370 1,969

仕入債務の増減額（△は減少） △42,200 17,899

その他 △4,037 2,776

小計 166,526 149,446

法人税等の支払額 △34,957 △8,872

営業活動によるキャッシュ・フロー 131,569 140,574

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △14 6,130

有価証券の売却による収入 10,980 －

有形固定資産の取得による支出 △95,555 △108,595

有形固定資産の売却による収入 3,307 2,556

投資有価証券の取得による支出 △8,200 △13,456

投資有価証券の売却による収入 1,387 7,047

子会社株式の取得による支出 △2,082 △5,639

営業譲受による支出 △6,528 △49

利息及び配当金の受取額 4,173 3,163

その他 △8,193 △11,841

投資活動によるキャッシュ・フロー △100,726 △120,683

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 23,323 △10,119

長期借入れによる収入 4,961 3,340

長期借入金の返済による支出 △6,563 △3,484

社債の発行による収入 － 50,000

社債の償還による支出 △100 △217

利息の支払額 △1,650 △2,201

配当金の支払額 △24,831 △19,360

少数株主への配当金の支払額 △421 △323

自己株式の取得による支出 △27,424 △153

子会社の自己株式の取得による支出 △10 △2

その他 △1,234 △4,352

財務活動によるキャッシュ・フロー △33,951 13,126

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,386 889

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,495 33,905

現金及び現金同等物の期首残高 130,695 117,200

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 604

現金及び現金同等物の期末残高 117,200 151,709
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継続企業の前提に関する注記   
 該当事項はありません。 
 
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
 １．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 
  （１）連 結 子 会 社           １２５社 

     ・主要会社名   ＣＨＩグループ㈱、北海道コカ・コーラボトリング㈱、 
㈱ジュンク堂書店、㈱ＤＮＰカラーテクノ亀山、㈱ＤＮＰ西日本、 
㈱ＤＮＰファインケミカル、㈱ＤＮＰフォトイメージング、 
㈱ＤＮＰロジスティクス 
 

 
  （２）持分法適用の関連会社  １１社 

 ・主要会社名   ブックオフコーポレーション㈱、㈱文教堂グループホールディングス、 
教育出版㈱、㈱主婦の友社、ＤＩＣグラフィックス㈱ 

 
 ２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  （１）連 結 の 範 囲         
     ・新   規      ２３社  ＣＨＩグループ㈱ 他２２社 
 
     ・除   外       ６社  ㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス相模原 他５社  
 
  （２）持分法適用の範囲 
     ・新   規        ５社  ブックオフコーポレーション㈱ 他４社 
 
      ・除   外         ４社  エリーパワー㈱ 他３社 
 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他２８社の期末決算日は１２月３１日であ

り、またＣＨＩグループ㈱他２２社の期末決算日は１月３１日でありますが、連結財務諸表の作成

にあたってはそれぞれ同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 

  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

     ・有 価 証 券       

       そ の 他 有 価 証 券           

         時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

                    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定しております。） 

 

         時価のないもの 主として移動平均法による原価法 

      
・デリバティブ              主として時価法 

 

・た な 卸 資 産              貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定しております。 

大日本印刷㈱　（7912）　平成22年３月期決算短信

- 22 -



                            

 

       商 品   主として個別法による原価法 

       製 品 、 仕 掛 品   主として売価還元法による原価法 

       原 材 料   主として移動平均法による原価法 

       貯 蔵 品   主として最終仕入原価法による原価法 

 
  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ・有 形 固 定 資 産              当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用しており 

（リース資産を除く）   ます。 

                    ただし、当社の黒崎第１工場（第２期）、第３工場及び堺工

場の機械装置については定額法を採用しております。 

なお、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法を採用しております。 

また、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産につい

ては、主として３年間で均等償却する方法を採用してお

ります。 

また、在外連結子会社は、主として定額法を採用しており

ます。 

 

     ・無 形 固 定 資 産              主として定額法を採用しております。 

       （リース資産を除く）   なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

 

     ・リ ー ス 資 産             （所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産） 

                    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。 

                   （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

                    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。 

                    なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」

の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（３）重要な繰延資産の処理方法 

      一部の連結子会社において開業費を繰延資産に計上しており、開業から５年で均等償却して

おります。 

 

  （４）重要な引当金の計上基準 

     ・貸 倒 引 当 金              売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に  

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

 

     ・賞 与 引 当 金              従業員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連

結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 
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・役 員 賞 与 引 当 金              役員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連結

会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

     ・退 職 給 付 引 当 金              従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（主として６年）による定額法により費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主として９年）によ

る定率法により計算した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改 

正（その３）（企業会計基準第１９号 平成２０年７月３１ 

日）を適用しております。 

これによる損益への影響はありません。  

 

・役員退職慰労引当金     国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、役員

退職慰労金の支給に関する内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 
 

（５）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（６）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
（７）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

      のれん及び負ののれんの償却については、２０年以内のその効果の発現する期間にわたって

定額法により償却することとしております。当連結会計年度においては、主として５年間の均

等償却を行っております。 
 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

大日本印刷㈱　（7912）　平成22年３月期決算短信

- 24 -



                            

 

連 結 財 務 諸 表 に 関 す る 注 記 事 項   
（連 結 貸 借 対 照 表 関 係 ） 

 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

１．保 証 債 務 92 百万円 77 百万円 
２．受取手形割引高 670 百万円 670 百万円 

 
（連 結 損 益 計 算 書 関 係 ） 

 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

１．研 究 開 発 費  34,111 百万円 33,849 百万円 
(販売費及び一般管理費、売上原価)  

  
  

 

（連結株主資本等変動計算書関係）  

 
前連結会計年度（自 平成 20年４月１日 至 平成 21年３月31日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項          
                                                 （単位：株） 

 株 式 の 種 類 
前 連 結 会 計

年 度 末

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度 

減少株式数 

当 連 結 会 計

年 度 末

発 行 済 株 式 普 通 株 式 700,480,693 ― ― 700,480,693

自 己 株 式 普 通 株 式 39,114,316 17,231,279 221,978 56,123,617

 
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加17,231,279 株は、取締役会決議による取得16,656,000 株、 

単元未満株式の買取りによる119,279 株及び株式買取請求に基づく買取り456,000 株であります。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少 221,978 株は、単元未満株式の売渡しによる 53,103 株及び持分法  

適用関連会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分168,875 株であります。 

   

 

２．配当に関する事項 

 
（１）配当金支払額 

 
決         議  株式の種類 

  配当金の総額 

  （百万円） 

   １株当たり 

 配当額（円） 
基   準   日 効  力  発  生  日 

 平成20年6月27日 

定 時 株 主 総 会 
普 通 株 式 13,241 20  平成20年3月31日  平成20年6月30日

 平成20年11月14日 

取 締 役 会 
普 通 株 式 11,608 18  平成20年9月30日  平成20年12月10日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
決         議  株式の種類 

  配当金の総額 

  （百万円） 
配当の原資 

 １株当たり

 配当額（円）
基  準  日 効 力 発 生 日

 平成21年6月26日 

定 時 株 主 総 会 
普 通 株 式 9,028 利 益 剰 余 金 14 平成21年3月31日  平成21年6月29日
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当連結会計年度（自 平成 21年４月１日 至 平成 22年３月31日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項          
                                                 （単位：株） 

 株 式 の 種 類 
前 連 結 会 計

年 度 末

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度 

減少株式数 

当 連 結 会 計

年 度 末

発 行 済 株 式 普 通 株 式 700,480,693 ― ― 700,480,693

自 己 株 式 普 通 株 式 56,123,617 130,495 12,349 56,241,763

 
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加130,495 株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少12,349 株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。 

 

２．配当に関する事項 

 
（１）配当金支払額 

 
決         議  株式の種類 

  配当金の総額 

  （百万円） 

   １株当たり 

 配当額（円） 
基   準   日 効  力  発  生  日 

 平成21年6月26日 

定 時 株 主 総 会 
普 通 株 式 9,028 14  平成21年3月31日  平成21年6月29日

 平成21年11月13日 

取 締 役 会 
普 通 株 式 10,317 16  平成21年9月30日  平成21年12月10日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
決         議  株式の種類 

  配当金の総額 

  （百万円） 
配当の原資 

 １株当たり

 配当額（円）
基  準  日 効 力 発 生 日

 平成22年6月29日 

定 時 株 主 総 会 
普 通 株 式 10,316 利 益 剰 余 金 16 平成22年3月31日  平成22年6月30日
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（セグメント情報） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度（自 平成 20年４月１日 至 平成 21年３月 31日）         （単位：百万円） 

 
情報コミュニ

ケ ー シ ョ ン 
生活・産業

エレクトロ

ニ ク ス
清 涼 飲 料 計 

消 去 又

は 全 社
連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売  上  高   

(１)外部顧客に対する売上高 711,275 545,915 255,967 71,685 1,584,844 － 1,584,844

(２)セグメント間の内部売上高

  又は振替高 
7,150 5,905 8 45 13,109 △13,109 －

   計 718,425 551,821 255,975 71,731 1,597,953 △13,109 1,584,844

  営 業 費 用 686,735 531,905 253,397 71,408 1,543,447 △4,780 1,538,667

  営 業 利 益 31,690 19,916 2,577 322 54,506 △8,329 46,177

Ⅱ 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
  

   資    産 619,079 513,092 329,042 43,394 1,504,608 31,948 1,536,556

   減 価 償 却 費 25,204 29,512 46,039 3,506 104,263 2,619 106,882

   減 損 損 失 1,798 48 48,692 150 50,690 － 50,690

   資 本 的 支 出 27,988 29,718 34,270 2,834 94,812 1,344 96,156

 

 

当連結会計年度（自 平成 21年４月１日 至 平成 22年３月31日）          （単位：百万円） 

 
情報コミュニ

ケ ー シ ョ ン 
生活・産業

エレクトロ

ニ ク ス
清 涼 飲 料 計 

消 去 又

は 全 社
連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

  売  上  高   

(１)外部顧客に対する売上高 732,708 530,401 257,479 62,793 1,583,382 － 1,583,382

(２)セグメント間の内部売上高

  又は振替高 
6,976 6,237 23 34 13,271 △13,271 －

   計 739,685 536,638 257,502 62,828 1,596,654 △13,271 1,583,382

 営 業 費 用 716,218 492,924 249,186 63,405 1,521,734 △4,865 1,516,869

営業利益又は営業損失（△） 23,466 43,713 8,316 △577 74,919 △8,406 66,513

Ⅱ 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
  

   資    産 592,670 522,334 397,006 43,169 1,555,181 63,672 1,618,853

   減 価 償 却 費 24,913 27,735 33,373 3,397 89,419 2,275 91,694

   減 損 損 失 264 2 － 111 377 － 377

   資 本 的 支 出 23,800 22,763 67,953 3,172 117,689 1,374 119,063

 
 
 
 ２．所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも９０％を超えているため記載を省略しております。 
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３．海外売上高 
 

前 連 結 会 計 年 度 （自 平成 20年４月１日 至 平成 21年３月31日） 

      アジア   その他の地域     合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 134,108 百万円 76,302 百万円 210,410 百万円 

Ⅱ 連 結 売 上 高   1,584,844  〃 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海 外 売 上 高 の 割 合 8.5 ％ 4.8 ％ 13.3 ％ 

  
 
当 連 結 会 計 年 度 （自 平成 21年４月１日 至 平成 22年３月31日） 

      アジア   その他の地域     合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 130,836 百万円 62,308 百万円 193,144 百万円 

Ⅱ 連 結 売 上 高   1,583,382  〃 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海 外 売 上 高 の 割 合 8.3 ％ 3.9 ％ 12.2 ％ 

 
 
（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

    ２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 
        ア ジ ア      ：台湾、韓国、中国、インドネシア 

        その他の地域：アメリカ、フランス、ドイツ、イギリス 
    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  
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（１株当たり情報） 
 

前 連 結 会 計 年 度 
（自 平成20年４月１日 至 平成 21年３月 31日） 

当 連 結 会 計 年 度 
（自 平成21年４月１日 至 平成 22年３月 31日） 

１株当たり純資産 1,393円91銭 １株当たり純資産 1,422円34銭 

１株当たり当期純損失（△） △32円35銭 １株当たり当期純利益 36円13銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、 
１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存 
在していないため記載しておりません。 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、 
潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

 

 

（注）算定上の基礎 
 

１．１株当たり純資産 

 

 
前 連 結 会 計 年 度 末
（平成21年３月31日） 

当 連 結 会 計 年 度 末
（平成22年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 940,085 956,863 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 41,910 40,538 

 （うち少数株主持分（百万円））      （41,910）      （40,538） 

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 898,174 916,324 

 普通株式の発行済株式数（千株） 700,480 700,480 

 普通株式の自己株式数（千株） 56,123 56,241 

１株当たり純資産の算定に用いられた期末の 

普通株式の数（千株） 
644,357 644,238 

 

 

２．１株当たり当期純利益又は当期純損失 

 

 
前 連 結 会 計 年 度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日）

当 連 結 会 計 年 度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日）

 当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △20,933 23,278 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失(△)   （百万円） 
△20,933 23,278 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 647,025 644,314 

 

 

（開示の省略） 
 

  税効果会計、有価証券、退職給付等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要

性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 49,874 80,515

受取手形 44,155 40,191

売掛金 257,183 292,497

商品及び製品 4,994 4,310

仕掛品 10,317 11,334

原材料及び貯蔵品 3,924 2,536

繰延税金資産 4,781 3,864

その他 17,853 13,431

貸倒引当金 △2,309 △1,608

流動資産合計 390,775 447,073

固定資産   

有形固定資産   

建物 365,070 385,265

減価償却累計額 △215,809 △225,255

建物（純額） 149,261 160,010

構築物 30,160 31,051

減価償却累計額 △21,926 △22,848

構築物（純額） 8,233 8,202

機械及び装置 689,899 714,702

減価償却累計額 △560,965 △579,270

機械及び装置（純額） 128,933 135,431

車両運搬具 1,047 1,097

減価償却累計額 △914 △977

車両運搬具（純額） 133 119

工具、器具及び備品 48,657 48,269

減価償却累計額 △39,128 △39,535

工具、器具及び備品（純額） 9,528 8,733

土地 117,533 119,576

リース資産 1,626 8,018

減価償却累計額 △77 △564

リース資産（純額） 1,548 7,453

建設仮勘定 39,579 31,905

有形固定資産合計 454,752 471,433

無形固定資産   

ソフトウエア 15,598 14,036

その他 7,998 6,497

無形固定資産合計 23,597 20,534

投資その他の資産   

投資有価証券 105,254 122,781

関係会社株式 140,356 123,732

長期貸付金 29,035 29,646

繰延税金資産 41,355 31,352

その他 35,346 43,307

貸倒引当金 △15,417 △19,503

投資その他の資産合計 335,930 331,316

固定資産合計 814,281 823,284

資産合計 1,205,056 1,270,358
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 18,186 25,681

買掛金 183,161 204,859

短期借入金 14,000 －

リース債務 269 701

未払金 44,334 44,983

未払費用 13,719 14,722

預り金 143,003 145,223

賞与引当金 5,993 6,927

役員賞与引当金 180 210

関係会社整理損失引当金 336 －

設備関係支払手形 15,084 2,741

その他 2,499 1,938

流動負債合計 440,769 447,990

固定負債   

社債 50,000 100,000

リース債務 1,356 7,124

長期未払金 6,424 6,400

退職給付引当金 11,578 11,303

固定負債合計 69,359 124,828

負債合計 510,128 572,819

純資産の部   

株主資本   

資本金 114,464 114,464

資本剰余金   

資本準備金 144,898 144,898

資本剰余金合計 144,898 144,898

利益剰余金   

利益準備金 23,300 23,300

その他利益剰余金   

海外投資等損失準備金 1 0

特別償却準備金 27 8,047

固定資産圧縮積立金 60 52

別途積立金 482,780 432,780

繰越利益剰余金 27,230 59,987

利益剰余金合計 533,399 524,168

自己株式 △93,859 △93,992

株主資本合計 698,903 689,539

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,969 8,007

繰延ヘッジ損益 △6 △7

評価・換算差額等合計 △3,975 8,000

純資産合計 694,927 697,539

負債純資産合計 1,205,056 1,270,358
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 1,105,429 1,086,701

売上原価 982,377 962,451

売上総利益 123,052 124,250

販売費及び一般管理費 111,084 112,617

営業利益 11,968 11,633

営業外収益   

受取利息 1,189 1,034

受取配当金 21,230 23,181

その他 66,256 55,286

営業外収益合計 88,677 79,502

営業外費用   

支払利息 1,264 1,731

その他 61,608 47,125

営業外費用合計 62,873 48,856

経常利益 37,772 42,278

特別利益   

固定資産売却益 3 199

投資有価証券売却益 371 33

抱合せ株式消滅差益 652 －

貸倒引当金戻入額 － 95

事業譲渡益 － 200

その他 2 17

特別利益合計 1,030 546

特別損失   

固定資産除売却損 5,580 5,411

減損損失 41,310 －

投資有価証券評価損 13,461 1,114

関係会社株式評価損 10,588 20,475

その他 2,669 78

特別損失合計 73,610 27,079

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △34,808 15,745

法人税、住民税及び事業税 210 200

法人税等調整額 △15,044 5,423

法人税等合計 △14,834 5,623

当期純利益又は当期純損失（△） △19,973 10,121
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 114,464 114,464

当期末残高 114,464 114,464

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 144,898 144,898

当期末残高 144,898 144,898

資本剰余金合計   

前期末残高 144,898 144,898

当期末残高 144,898 144,898

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 23,300 23,300

当期末残高 23,300 23,300

その他利益剰余金   

海外投資等損失準備金   

前期末残高 2 1

当期変動額   

海外投資等損失準備金の取崩 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 1 0

特別償却準備金   

前期末残高 64 27

当期変動額   

特別償却準備金の積立 － 8,041

特別償却準備金の取崩 △37 △20

当期変動額合計 △37 8,020

当期末残高 27 8,047

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 70 60

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △9 △8

当期変動額合計 △9 △8

当期末残高 60 52

別途積立金   

前期末残高 532,780 482,780

当期変動額   

別途積立金の取崩 △50,000 △50,000

当期変動額合計 △50,000 △50,000

当期末残高 482,780 432,780
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 22,033 27,230

当期変動額   

海外投資等損失準備金の取崩 0 0

特別償却準備金の積立 － △8,041

特別償却準備金の取崩 37 20

固定資産圧縮積立金の取崩 9 8

別途積立金の取崩 50,000 50,000

剰余金の配当 △24,849 △19,346

当期純利益又は当期純損失（△） △19,973 10,121

自己株式の処分 △27 △7

当期変動額合計 5,196 32,757

当期末残高 27,230 59,987

利益剰余金合計   

前期末残高 578,250 533,399

当期変動額   

剰余金の配当 △24,849 △19,346

当期純利益又は当期純損失（△） △19,973 10,121

自己株式の処分 △27 △7

当期変動額合計 △44,850 △9,231

当期末残高 533,399 524,168

自己株式   

前期末残高 △66,524 △93,859

当期変動額   

自己株式の取得 △27,424 △153

自己株式の処分 89 20

当期変動額合計 △27,335 △132

当期末残高 △93,859 △93,992

株主資本合計   

前期末残高 771,088 698,903

当期変動額   

剰余金の配当 △24,849 △19,346

当期純利益又は当期純損失（△） △19,973 10,121

自己株式の取得 △27,424 △153

自己株式の処分 62 13

当期変動額合計 △72,185 △9,363

当期末残高 698,903 689,539
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 10,401 △3,969

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14,371 11,977

当期変動額合計 △14,371 11,977

当期末残高 △3,969 8,007

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 7 △6

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 △1

当期変動額合計 △13 △1

当期末残高 △6 △7

評価・換算差額等合計   

前期末残高 10,409 △3,975

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14,385 11,975

当期変動額合計 △14,385 11,975

当期末残高 △3,975 8,000

純資産合計   

前期末残高 781,498 694,927

当期変動額   

剰余金の配当 △24,849 △19,346

当期純利益又は当期純損失（△） △19,973 10,121

自己株式の取得 △27,424 △153

自己株式の処分 62 13

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14,385 11,975

当期変動額合計 △86,570 2,612

当期末残高 694,927 697,539
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（４）継 続 企 業 の 前 提 に 関 す る 注 記   
    該当事項はありません。 
    
 
６．そ の 他   
（１）取締役等の異動（ ６ 月 29 日 付 ）  

 

① 昇任予定取締役（６月 29 日開催予定の定時株主総会後の取締役会にて） 
 

    常務取締役 野 坂 良 樹 （取締役） 

 

② 新任予定役員 
 

役  員  宮   健 司 （人事部長） 
 

役  員  小 川 良 夫 （情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ事業部副事業部長(関西担当)） 
と し き 

    役  員  杉 本 登志樹 （研究開発センター長） 

 

③ 昇任予定役員 
 

常務役員  山 崎 富士雄 （役員） 
 

常務役員  斎 藤  隆  （役員） 
し げ み 

常務役員  古 谷 滋 海 （役員） 
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（ 補 足 資 料       ） 

 

  部門別売上高の推移 

 
 

前 事 業 年 度  
 

  20.4. 1 
   

 

当 事 業 年 度  
 

  21.4. 1 
増    減 

    

   期   別 

 

 

部 門 別   21.3.31 構 成

比 

  22.3.31 構 成

比 
金  額 率 

情報コミュニケーション 
百万円

５３２，３４３

％

48.1

百万円

４８２，９５８

％

44.5

百万円

 △４９，３８５

％

△9.3

生 活 ･ 産 業 ３８３，４８３ 34.7 ３９９，２７１ 36.7 １５，７８８ 4.1

エ レ ク ト ロ ニ ク ス １８９，６０３ 17.2 ２０４，４７１ 18.8 １４，８６８ 7.8

合       計 １，１０５，４２９ 100.0 １，０８６，７０１ 100.0 △１８，７２８ △1.7

 
 

 

 

                                      以   上 
 
 

~ ~ 
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